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証券コード：8860

　

第44回
定時株主総会招集ご通知

日　時 平成29年6月21日(水曜日)午前10時
(受付開始：午前9時)

場　所 大阪府岸和田市土生町1丁目4番23号
フジ住宅本社第二ビル4階研修ホール

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会場が満席となった場合は第2会場等をご案内させていただき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ますので、ご了承くださいますようお願い申しあげます。

決議事項

第1号議案 剰余金の処分の件

第2号議案 取締役７名選任の件

パソコン・スマートフォン
からでも招集ご通知がご覧
いただけます。

http://p.sokai.jp/8860/

招集ご通知がスマホでも！招集ご通知がスマホでも！

フジ住宅株式会社
FUJI CORPORATION LIMITED

表紙
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株 主 各 位
証券コード 8860
平成29年5月30日

大阪府岸和田市土生町1丁目4番23号

フジ住宅株式会社
代表取締役社長　宮　脇　宣　綱

第44回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第44回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のう
えご返送いただくか、議決権行使書用紙に記載の当社議決権行使サイトにアクセスしインターネ
ット等によりご行使いただくか、いずれかの方法により議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、平成29年6月20日（火曜日）午後5時
までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記
1. 日 時 平成29年6月21日（水曜日）午前10時（受付開始：午前9時）

2. 場 所 大阪府岸和田市土生町1丁目4番23号
フジ住宅本社第二ビル4階研修ホール
（末尾の「第44回定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
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3. 目的事項
報告事項 1．第44期（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）事業報告、連結計算書類

並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2．第44期（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役７名選任の件

4. 議決権行使についてのご案内
33ページから35ページまでの「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。

以　上

1．本株主総会にご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

2．株主様ではない代理人及びご同伴の方など、株主様以外の方は株主総会にご出席いただけませんので、
ご注意くださいますようお願い申しあげます。

3．当日は軽装（クールビズ）にてご対応させていただきますのでご了承くださいますようお願い申しあげ
ます。株主の皆様におかれましても軽装にてご出席くださいますようお願い申しあげます。

4．当日は些少ながらお土産をご用意しておりますが、ご持参の議決権行使書用紙の枚数にかかわらず、ご
出席の株主お一人様につき１個とさせていただきますのでご了承くださいますようお願い申しあげま
す。
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5．本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、次に掲げる事項につきましては、法令及び当社定款第16
条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.fuji-jutaku.co.jp/）に掲載
しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。したがって、本招集ご通知の添
付書類は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした対象の一部であります。

①　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
②　連結株主資本等変動計算書
③　連結計算書類の連結注記表
④　株主資本等変動計算書
⑤　計算書類の個別注記表

6．株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容について、修正すべき事情が生じた場
合には、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.fuji-jutaku.co.jp/）において掲載する
ことによりお知らせいたします。

7．本招集ご通知の発送日は平成29年5月30日ですが、早期開示の観点から平成29年5月25日よりインタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.fuji-jutaku.co.jp/）に掲載しております。
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(添付書類)

事　業　報　告
(平成28年 4 月 1 日から)平成29年 3 月31日まで

1.企業集団の現況に関する事項

( 1 )事 業 の 経 過 及 び そ の 成 果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費に足踏みが見られるものの、政府主導の経済政策や金融
緩和政策の好影響により、企業収益や雇用情勢が改善し、緩やかな景気回復基調で推移しました。先行きに
ついては、米国の政権交代による政策転換や英国のＥＵ離脱問題に加え、中国をはじめとするアジア新興国
等の経済の先行きなどの世界経済に影響する懸念要因も多くあり、先行きの不透明感が強まりました。
　不動産・住宅業界におきましては、景気が緩やかに回復する中、金融緩和の影響を受けて良質な分譲用地
の取得競争の激化や地価の上昇、また、建築コストの高止まり等により、分譲事業は依然として厳しい事業
環境が続いております。一方で、中古マンションは新築マンション価格の上昇の影響を受けて取引が活発化
し、また、アパート建設も活況となり住宅着工数を押し上げました。
　当社グループ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度の業績は、売上高は過去最高額となり、利益にお
いても史上最高益を更新いたしました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。
　分譲住宅セグメントにおいては、当連結会計年度の自由設計住宅及び分譲マンションの受注が好調に推移
し、受注契約高は39,470百万円（前期比22.1％増）となりました。また、自由設計住宅の引渡戸数は大幅
に増加し772戸（前期は601戸）となりましたが、分譲マンションにおいては前連結会計年度までの供給戸
数の抑制を反映して引渡戸数は110戸（前期は243戸）となりました。その結果、当セグメントの売上高は
33,182百万円（前期比7.4％増）と微増となりましたが、セグメント利益はＪＲ和歌山駅前大型分譲マンシ
ョン受注に係る広告宣伝費、「炭の家」のブランドイメージ向上のためのテレビＣＭの投入等の先行投資に
より2,417百万円（前期比19.7％減）となりました。

5
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　住宅流通セグメントにおいては、当連結会計年度の中古住宅の引渡戸数は1,516戸（前期は1,518戸）、
新築建売住宅の引渡戸数は120戸（前期は113戸）となり、売上戸数は前連結会計年度並となったものの中
古物件価格の最近の上昇傾向を反映して、売上高は32,829百万円（前期比11.0％増）、セグメント利益は
1,373百万円（前期比25.9％増）となりました。
　土地有効活用セグメントにおいては、当連結会計年度の受注が堅調に推移し、賃貸住宅等建築請負及び個
人投資家向け一棟売賃貸アパートの受注契約高合計は19,377百万円（前期比3.9％増）となりました。ま
た、売上高は18,971百万円（前期比6.6％増）と微増となりましたが、セグメント利益は請負物件が増加し
たことと建築費の高騰を加味した事業計画により粗利益率が改善され、2,274百万円（前期比51.5％増）と
大幅な増益となりました。
　賃貸及び管理セグメントにおいては、主として土地有効活用事業にリンクした賃貸物件及び分譲マンショ
ン引渡しに伴い管理物件の取扱い件数が増加したことと、中古住宅アセット事業による中古賃貸物件の増加
により、当セグメントの売上高は13,872百万円（前期比15.7％増）となり、セグメント利益は1,181百万
円（前期比32.7％増）となりました。
　注文住宅セグメントにおいては、当連結会計年度の受注契約高は385百万円（前期比27.7％減）となり、
引渡戸数は23戸（前期は20戸）、売上高は503百万円（前期比7.1％増）、セグメント利益は38百万円（前
期比46.9％増）となりました。
　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高99,359百万円（前期比9.5％増）を計上し、営業利益5,969
百万円（前期比9.7％増）、経常利益5,721百万円（前期比8.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益
3,945百万円（前期比15.0％増）となりました。

(2）対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、わが国経済は、好調な企業収益を背景に雇用情勢の改善による個人消費へ
の波及が期待されていますが、一方で、日銀によるマイナス金利政策の影響で土地価格上昇が一段と加速さ
れ、住宅用地の取得が困難になるなど、事業の先行き不透明な状況が予想されます。
　当社グループにおきましては、今後も不透明な経済状況が予想される中、営業力の一層の強化と顧客ニー
ズにマッチした立地選定・商品企画を図り、原価の削減及び高品質の商品供給に注力いたします。また、コ
ンプライアンスとリスク管理の徹底を図り、財務報告に係る内部統制の体制を有効かつ的確に運用すること
によって、企業の信頼性の一層の向上を目指してまいります。
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　当社グループは、平成27年４月に、平成27年度（平成28年3月期）を初年度とし平成30年度（平成31年
3月期）を最終年度とする４ヶ年の中期利益計画を策定しており、最終年度である平成31年３月期の業績は、
売上高102,000百万円、営業利益6,200百万円、経常利益6,000百万円、親会社株主に帰属する当期純利益
3,900百万円、自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）10％以上を目標としております。中期利益計画の２年目と
なる当事業年度における実績と計画は以下のとおりで、初年度に続き２年目も計画を達成いたしました。今
後につきましても株主重視の経営という観点から、企業価値の向上と継続的・安定的な成長を図り、企業の
経営効率を判断する指標であるＲＯＥを重要な経営指標として意識し、財務体質の強化及び安定した収益の
確保と中期利益計画の達成に努めてまいります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

平成29年３月期
実績

平成29年３月期
計画 差異 中期利益計画の

２年目の状況
売上高 99,359 95,000 ＋4,359 達成

営業利益 5,969 5,400 ＋569 達成

経常利益 5,721 5,100 ＋621 達成

当期純利益 ※1 3,945 3,300 ＋645 達成

ＲＯＥ ※2 13.1％ 10％以上 ＋3.1％ 達成
　※１.親会社株主に帰属する当期純利益
　※２.自己資本当期純利益率

　また、経済産業省が東京証券取引所と共同で実施した「健康経営銘柄2016」の昨年度での選定に続き、
今年度は平成29年2月21日付で経済産業省が日本健康会議と共同で認定を行う「健康経営優良法人2017　
大規模法人部門（ホワイト500）」に認定されました。経営トップが先頭に立ち、すべての社員が健康への
意識を高め、心身の健康を維持できるよう、枠にとらわれず柔軟性を活かし様々な取り組みを展開している
ことを評価いただいたものと認識しております。さらに、株式会社日本政策投資銀行が独自の評価システム
により、企業の健康経営への取り組み、従業員の健康配慮への取り組みが優れた企業を評価・選定し、その
評価に応じて融資条件を設定するという「ＤＢＪ健康経営(ヘルスマネジメント)格付」においても平成29年
3月24日付で最高ランクの格付を取得いたしました。引き続き、ブラック企業の対極にあるホワイト企業と
して、今後ますます従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、健康増進に取り組む企業として長期的な視
点から業績・企業価値の向上を実現してまいります。
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　なお、東京証券取引所が平成27年に適用を開始した「コーポレートガバナンス・コード」の新たな取り組
みといたしまして今年度は、株主及び投資家の皆様との対話の充実を図るため、本年の定時株主総会よりス
マートフォンやパソコン等から招集通知の閲覧や議決権行使ができるサービス「スマート招集」を導入いた
しました。

　株主並びに投資家の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようよろしく
お願い申しあげます。

(3）設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資の総額は6,134百万円であり、その主なものは中古住宅アセット事業に係る土
地・建物4,001百万円、自社所有サービス付き高齢者向け住宅に係る土地・建物1,470百万円、本社設備等
356百万円並びに分譲住宅事業及び住宅流通事業に係る販売センター設備等305百万円であります。
また、当連結会計年度において、分譲住宅事業本社営業部門の新社屋建設及び駐車場の新設工事を総額1,800

百万円で計画し、建設工事中であります。

(4）資金調達の状況
　当連結会計年度において、締結したシンジケートローン契約は以下のとおりです。
１．中古住宅等仕入資金のためのコミットメントライン型シンジケートローン契約
　　（契約締結額7,500百万円　期末借入額5,010百万円）
２．投資家向け一棟売賃貸アパート用地取得の資金調達のためのシンジケートローン契約
　　（契約締結額2,000百万円　期末借入額503百万円）
３．中古アセット事業に係る入居者付中古マンション取得の資金調達のためのシンジケートローン契約
　　（契約締結額6,000百万円　期末借入額548百万円）
４．新築戸建分譲用地取得の資金調達のためのシンジケートローン契約２件
　　（契約締結額合計5,189百万円　期末借入額合計5,189百万円）

8

対処すべき課題、設備投資の状況、資金調達の状況
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(5）財産及び損益の状況

区　　　分
第 41 期 第 42 期 第 43 期 第 44 期

（当連結会計年度）

（平成25年 4 月 1 日から）平成26年 3 月31日まで （平成26年 4 月 1 日から）平成27年 3 月31日まで （平成27年 4 月 1 日から）平成28年 3 月31日まで （平成28年 4 月 1 日から）平成29年 3 月31日まで

売 上 高 （百万円） 86,363 79,594 90,726 99,359

経 常 利 益 （百万円） 5,660 4,322 5,298 5,721
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （百万円） 3,261 2,756 3,430 3,945

1株当たり当期純利益 （円） 91.13 76.46 95.18 110.06

総 資 産 （百万円） 85,852 93,958 96,900 114,872

純 資 産 （百万円） 24,308 26,382 28,493 31,740

1 株 当 た り 純 資 産 （円） 676.44 729.26 796.64 883.73
(注)　1．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づい

て算出しております。
　　　2.  １株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

3．第41期は、政府主導による経済政策や金融緩和政策による円安株高の状況が続き、輸出関連企業を中心
に企業収益が回復し、景気は回復基調となりました。その中で受注契約高は好調に推移し71,095百万円
（前期は65,836百万円）となりました。また、主として中古住宅の受注・引渡しが期初予想に比べ大き
く伸びたことから、売上・利益とも前連結会計年度を大きく上回りました。この結果、売上高86,363百
万円（前期比30.8％増）、経常利益5,660百万円（前期比50.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利
益3,261百万円（前期比43.8％増）となりました。

4．第42期は、消費税増税後の需要の反動減の影響を受けたものの、政府主導による経済政策や金融緩和政
策を背景に企業収益が回復し、雇用・所得状況が改善に向かうなど景気回復は底堅い動きで推移しまし
た。その中で受注契約高は前連結会計年度に比べ4.8％増加いたしましたが、主として消費税増税前の駆
け込み需要の反動減の影響により、前連結会計年度の業績を下回りました。この結果、売上高79,594百
万円（前期比7.8％減）、経常利益4,322百万円（前期比23.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利
益2,756百万円（前期比15.5％減）となりました。

9
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5.  第43期は、個人消費に弱さがみられたものの、政府主導による経済政策や金融政策の効果を背景に、良
好な企業収益や雇用・所得状況の改善の動きにより、緩やかな回復基調が続きました。その中で売上高
が過去最高額を計上し、親会社株主に帰属する当期純利益においても史上最高益を更新いたしました。
この結果、売上高90,726百万円（前期比14.0%増）、経常利益5,298百万円（前期比22.6%増）、親
会社株主に帰属する当期純利益3,430百万円（前期比24.5%増）となりました。

6．第44期（当連結会計年度）につきましては、前記「（1）事業の経過及びその成果」に記載のとおりで
あります。

(6）重要な親会社及び子会社の状況
　①　親会社の状況
　　　該当事項はありません。

　②　重要な子会社の状況
会　社　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

百万円 ％

フジ・アメニティサービス株式会社 90 100.0 不動産の賃貸及び管理

(注)　当事業年度末日において特定完全子会社はありません。

10

財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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(7）主要な事業内容（平成29年3月31日現在）

　当社グループは、当社及び連結子会社1社で構成され、「分譲住宅事業」、「住宅流通事業」、「土地有
効活用事業」、「賃貸及び管理事業」及び「注文住宅事業」の5部門に関する事業を行っており、大阪府及
び周辺地域を地盤とした地域密着型の事業を展開しております。
　「分譲住宅事業」は、自由設計の新築戸建住宅及び分譲マンションの販売を行っております。「住宅流通
事業」は、中古住宅、建売住宅、土地の販売及び不動産の仲介を行っております。「土地有効活用事業」は、
土地所有者が保有する遊休地などに木造賃貸アパートやサービス付き高齢者向け住宅等を建築する提案受注
による請負工事及び個人投資家向け一棟売賃貸アパートの販売を行っております。「賃貸及び管理事業」は、
不動産の賃貸及び管理を行っております。「注文住宅事業」は、一戸建注文住宅の建築請負工事を行ってお
ります。

(8）主要な事業所（平成29年3月31日現在）

会　社　名 事　業　所 所　在　地

フ ジ 住 宅 株 式 会 社

本 社 大 阪 府 岸 和 田 市
大 阪 支 社 大 阪 市 浪 速 区
お う ち 館 岸 和 田 店 大 阪 府 岸 和 田 市
お う ち 館 泉 佐 野 店 大 阪 府 泉 佐 野 市
お う ち 館 和 泉 店 大 阪 府 泉 大 津 市
お う ち 館 堺 店 堺 市 北 区
フ ジ ホ ー ム バ ン ク 岸 和 田 店 大 阪 府 岸 和 田 市
フ ジ ホ ー ム バ ン ク 大 阪 店 大 阪 市 北 区
フジホームバンク神戸オフィス 神 戸 市 中 央 区

フジ・アメニティサービス株式会社 本 社 大 阪 府 岸 和 田 市
(注)　平成29年1月6日付でおうち館堺店を開設しております。

11
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(9）従業員の状況（平成29年3月31日現在）

　①　企業集団の従業員の状況
従　業　員　数 前連結会計年度末比増減

653［472］人 63人増［23人減］

(注)　1．従業員数は準社員を含む就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時従
業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

2．臨時従業員にはパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。

　②　当社の従業員の状況
従　業　員　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数

581[302］人 51人増［27人減］ 40.1歳 7.8年

(注)　1．従業員数は準社員を含む就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数は［　］
内に年間の平均人員を外数で記載しております。

2．臨時従業員にはパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。

(10）主要な借入先の状況（平成29年3月31日現在）

借　入　先 借　入　額
百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 10,465
株 式 会 社 紀 陽 銀 行 9,897
株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 8,872
株 式 会 社 関 西 ア ー バ ン 銀 行 5,039
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,113

(11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　特記すべき事項はありません。

12
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2.会社の株式に関する事項（平成29年3月31日現在）

(1）発行可能株式総数
　105,000,000株

(2）発行済株式の総数
　35,895,554株（自己株式　954,358株を除く）

(3）株主数
　9,593名（前期末比　778名減）

(4）大株主の状況（上位10名）

株　主　名 持　株　数 持株比率

一般社団法人今井光郎文化道徳歴史教育研究会 株
5,283,800

％
14.72

一 般 社 団 法 人 今 井 光 郎 幼 児 教 育 会 2,680,000 7.47

フ ジ 住 宅 取 引 先 持 株 会 2,018,800 5.62

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,562,400 4.35

今 井 光 郎 1,072,450 2.99

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,019,000 2.84
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
(退 職 給 付 信 託 口 ・ 株 式 会 社 紀 陽 銀 行 口 ) 1,012,000 2.82

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付
信 託 ・ 株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 口 ） 681,200 1.90

フ ジ 住 宅 従 業 員 持 株 会 605,200 1.69

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 585,900 1.63
(注)　1．当社は、自己株式954,358株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

13

会社の株式に関する事項
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(5）その他株式に関する重要な事項
　　当社は、平成28年2月12日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適
　用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得について決議し、以下のとおり取得いたしました。
　① 自己株式の取得の目的
　　 経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とし、資本効率を向上させるため、また、
       株主の皆様への一層の利益還元の実施のため
　② 取得期間
　　 平成28年2月15日から平成28年4月14日まで
　③ 当事業年度末までに取得した自己株式の種類、総数及び取得価額の総額

取得株式の種類 普通株式
取得株式の総数 247,500株
取得価額の総額 163,950,400円

14

会社の株式に関する事項
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3.会社の新株予約権等に関する事項

(1）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付さ
れた新株予約権の状況

第５回新株予約権
発行決議日 平成28年６月23日
新株予約権の数 40個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 20,000株

（新株予約権１個につき500株）
新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり 365,000円

（１株当たり730円）
権利行使期間 平成30年８月１日から平成34年５月31日まで
行使の条件 （注）

役 員 の
保 有 状 況

社外取締役
新株予約権の数 16個
目的となる株式数 8,000株
保有者数 2人

監査役
新株予約権の数 24個
目的となる株式数 12,000株
保有者数 ３人

(注)　1．新株予約権者は、権利行使時において、当社の社外取締役、監査役及び当社並びに当社子会社の従業員
の地位にあることを要す。ただし、社外取締役、監査役が任期満了により退任した場合、従業員が定年
により退職した場合にはこの限りではない。また、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこ
の限りでない。

　　　2.  新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めない。
　　　3．その他新株予約権の行使の条件は、平成28年7月29日に当社と割当者との間で締結済みの「新株予約権

割当契約書」に定めるところによる。

15
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(2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

第５回新株予約権
発行決議日 平成28年６月23日
新株予約権の数 1,594個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 797,000株

（新株予約権１個につき500株）
新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり 365,000円

（１株当たり730円）
権利行使期間 平成30年８月１日から平成34年５月31日まで
行使の条件 （注）

使用人等へ
の交付状況

当社使用人
新株予約権の数 1,464個
目的となる株式数 732,000株
交付者数 506人

子会社の役員及び使用人
新株予約権の数 130個
目的となる株式数 65,000株
交付者数 54人

(注)　1．新株予約権者は、権利行使時において、当社の社外取締役、監査役及び当社並びに当社子会社の従業員
の地位にあることを要す。ただし、社外取締役、監査役が任期満了により退任した場合、従業員が定年
により退職した場合にはこの限りではない。また、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこ
の限りでない。

　　　2.  新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めない。
　　　3．その他新株予約権の行使の条件は、平成28年7月29日に当社と割当者との間で締結済みの「新株予約権

割当契約書」に定めるところによる。
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4 . 会 社 役 員 に 関 す る 事 項

(1）取締役及び監査役の状況（平成29年3月31日現在）

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 今 井 光 郎 人財開発室担当
フジ・アメニティサービス㈱代表取締役会長

代 表 取 締 役 社 長 宮 脇 宣 綱 フジ・アメニティサービス㈱代表取締役社長

専 務 取 締 役 山 　 田 　 光 次 郎 事業企画本部長、大阪支社支社長

常 務 取 締 役 松 山 陽 一 土地有効活用事業部長

取 締 役 石 本 賢 一 経営企画部長、財務部長、ＩＲ室長、システム室担当

取 締 役 岩 　 井 　 伸 太 郎 岩井伸太郎公認会計士・税理士事務所所長
江崎グリコ㈱社外監査役、昭栄薬品㈱社外取締役(監査等委員）

取 締 役 中 村 慶 子 公認会計士・税理士木戸伸男事務所

常 勤 監 査 役 冠 野 雅 之

監 査 役 髙 谷 晋 介 仰星監査法人理事長
髙谷晋介税理士事務所所長、シークス㈱社外取締役

監 査 役 原 戸 稲 男 協和綜合法律事務所

(注)　1．取締役岩井伸太郎氏及び取締役中村慶子氏は、社外取締役であり、監査役髙谷晋介氏及び監査役原戸稲
男氏は、社外監査役であります。

2．取締役岩井伸太郎氏、取締役中村慶子氏及び監査役髙谷晋介氏は、公認会計士・税理士の資格を有して
おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。また、監査役原戸稲男氏は、弁護士の
資格を有しており、豊富な経験及び幅広い見識を有しております。

3．平成28年6月23日開催の第43回定時株主総会において、新たに中村慶子氏が取締役に選任され、就任い
たしました。

4．当社は、取締役岩井伸太郎氏、取締役中村慶子氏、監査役髙谷晋介氏及び監査役原戸稲男氏を東京証券
取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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(2）取締役及び監査役の報酬等の額

区　分 員　数 報酬等の総額 摘　要

取 締 役
(うち社外取締役)

7名
（2名）

149,791千円
（9,152千円）

・株主総会決議（平成26年6月18日）による報酬限
　度額年額240,000千円（使用人兼務取締役の使用
　人分の給与を含まない。）
・株主総会決議（平成28年6月23日）によるストッ
　ク・オプション報酬限度額年額60,000千円

監 査 役
(うち社外監査役)

3名
（2名）

16,912千円
（9,012千円）

株主総会決議（平成26年6月18日）による報酬限度
額年額24,000千円

合 計 10名 166,703千円
(注)　1．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　　2．上記の報酬等の額には、ストック・オプションによる報酬額1,480千円（社外取締役2名に対し592千

円、監査役3名に対し888千円（うち社外監査役2名に対し592千円））が含まれております。
　　　3．上記の報酬等の額には、取締役5名（社外取締役を除く）に対する当事業年度（平成29年3月期）に係る

業績を反映した業績連動役員報酬引当金繰入額36,350千円が含まれております。

(3）社外役員に関する事項

1．社外役員の兼任その他の状況
①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役岩井伸太郎氏は、岩井伸太郎公認会計士・税理士事務所所長であり、取締役中村慶子氏は、
公認会計士・税理士木戸伸男事務所に所属しております。また、監査役髙谷晋介氏は、仰星監査法
人の理事長及び髙谷晋介税理士事務所所長であり、監査役原戸稲男氏は、協和綜合法律事務所に所
属しております。
　当社と各兼職先との間には特別な関係はありません。

②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　取締役岩井伸太郎氏は、江崎グリコ株式会社の社外監査役及び昭栄薬品株式会社の社外取締役(監
査等委員)であります。
　また、監査役髙谷晋介氏は、シークス株式会社の社外取締役であります。
　当社と各兼職先との間には特別な関係はありません。
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2．当事業年度における主な活動状況
区　分 氏　名 主な活動状況

取 締 役 岩 　 井 　 伸 太 郎

　当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席し、必
要に応じ、主に公認会計士としての専門的見地から取締役会の
場において、当社の内部統制システムや業務執行の適法性等に
ついての発言を行っております。また、上記の取締役会の開催
回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基
づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が11回あ
りました。

取 締 役 中 村 慶 子

　平成28年6月23日に就任後、当事業年度に開催された取締
役会10回の全てに出席し、必要に応じ、主に公認会計士とし
ての専門的見地から取締役会の場において、当社の内部統制シ
ステムや業務執行の適法性等についての発言を行っておりま
す。また、上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条
及び当社定款第25条の規定に基づき、取締役会決議があった
ものとみなす書面決議が9回ありました。

監 査 役 髙 谷 晋 介

　当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回、また監
査役会13回のうち11回に出席し、必要に応じ、主に公認会計
士としての専門的見地から取締役会及び監査役会の場におい
て、当社の内部統制システムや業務執行の適法性等についての
発言を行っております。また、上記の取締役会の開催回数のほ
か、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取
締役会決議があったものとみなす書面決議が11回ありまし
た。

監 査 役 原 戸 稲 男

　当事業年度に開催された取締役会13回の全て、また監査役
会13回の全てに出席し、必要に応じ、主に弁護士としての専
門的見地から取締役会及び監査役会の場において、当社の内部
統制システムや業務執行の適法性等についての発言を行って
おります。また、上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第
370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取締役会決議が
あったものとみなす書面決議が11回ありました。

3．責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
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5 . 会 計 監 査 人 の 状 況

(1）会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

(2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 38,500千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 38,500千円
(注)　1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の
報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　2．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適
切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を
いたしました。

(3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会
に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員
の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(注)　本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨て、その他は四捨五入により表示して
おります。
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連結貸借対照表（平成29年3月31日現在） (単位：千円)

科　目 金　額 科　目 金　額
資産の部 負債の部

流動資産
現金及び預金
完成工事未収入金
販売用不動産
仕掛販売用不動産
開発用不動産
未成工事支出金
貯蔵品
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
投資その他の資産

投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

97,307,948
12,271,581

109,401
23,284,681
21,026,161
38,473,176

34,006
37,413

414,343
1,678,831
△21,649

17,564,238
15,766,789

4,885,269
0

249,559
10,500,112

1,059
130,788
152,993

1,644,455
608,472
73,557

149
963,779
△1,502

流動負債 29,684,754
支払手形・工事未払金 3,650,026
電子記録債務 619,068
短期借入金 15,781,689
リース債務 826
未払法人税等 976,712
前受金 4,926,425
賞与引当金 216,300
業績連動役員報酬引当金 36,350
その他 3,477,355

固定負債 53,446,595
長期借入金 53,222,681
リース債務 317
再評価に係る繰延税金負債 52,645
その他 170,950

負債合計 83,131,349
純資産の部

株主資本 31,686,665
資本金 4,872,064
資本剰余金 5,747,639
利益剰余金 21,564,043
自己株式 △497,081

その他の包括利益累計額 35,470
その他有価証券評価差額金 △39,433
土地再評価差額金 74,904

新株予約権 18,700
純資産合計 31,740,836

資産合計 114,872,186 負債純資産合計 114,872,186
(注)　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで） (単位：千円)

科　目 金　額

売上高 99,359,979

売上原価 82,629,166

売上総利益 16,730,813

販売費及び一般管理費 10,761,330

営業利益 5,969,483

営業外収益

受取利息及び配当金 16,693

受取手数料 161,438

その他 137,663 315,795

営業外費用

支払利息 351,782

コミットメントフィー 177,217

その他 34,774 563,775

経常利益 5,721,503

特別利益

固定資産売却益 1,416 1,416

特別損失

固定資産売却損 1,409

固定資産除却損 3,174 4,583

税金等調整前当期純利益 5,718,337

法人税、住民税及び事業税 1,715,600

法人税等調整額 57,348 1,772,948

当期純利益 3,945,389

親会社株主に帰属する当期純利益 3,945,389
(注)　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

22

連結損益計算書



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・

計
算
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/17 9:15:39 / 16269124_フジ住宅株式会社_招集通知（Ｃ）

貸借対照表（平成29年3月31日現在） (単位：千円)

科　目 金　額 科　目 金　額
資産の部 負債の部

流動資産
現金及び預金
完成工事未収入金
販売用不動産
仕掛販売用不動産
開発用不動産
未成工事支出金
貯蔵品
前渡金
前払費用
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
商標権
ソフトウェア

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
長期前払費用
その他
貸倒引当金

93,939,624
9,108,811

109,401
23,284,681
21,026,161
38,473,176

34,006
32,734

927,266
261,554
355,069
333,748
△6,988

13,350,474
11,661,488

3,967,519
28,353

0
229,429

7,348,041
1,059

87,085
87,382
12,232
75,150

1,601,603
608,472
90,000
73,557

254,002
577,073
△1,502

流動負債 28,039,873
支払手形 112,517
電子記録債務 619,068
工事未払金 3,537,509
短期借入金 5,323,900
1年内返済予定の長期借入金 10,369,145
リース債務 826
未払金 936,633
未払費用 227,777
未払法人税等 802,072
前受収益 3,529
前受金 3,978,039
未成工事受入金 1,192,881
預り金 713,622
賞与引当金 186,000
業績連動役員報酬引当金 36,350

固定負債 50,735,481
長期借入金 50,681,325
リース債務 317
繰延税金負債 1,192
再評価に係る繰延税金負債 52,645

負債合計 78,775,355
純資産の部

株主資本 28,460,571
資本金 4,872,064
資本剰余金 5,747,639

資本準備金 2,232,735
その他資本剰余金 3,514,903

利益剰余金 18,337,949
その他利益剰余金 18,337,949

別途積立金 14,800,000
繰越利益剰余金 3,537,949

自己株式 △497,081
評価・換算差額等 35,470

その他有価証券評価差額金 △39,433
土地再評価差額金 74,904

新株予約権 18,700
純資産合計 28,514,743

資産合計 107,290,098 負債純資産合計 107,290,098
(注)　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

23

貸借対照表



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・

計
算
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/17 9:15:39 / 16269124_フジ住宅株式会社_招集通知（Ｃ）

損益計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで） (単位：千円)

科　目 金　額

売上高 86,258,323

売上原価 71,217,540

売上総利益 15,040,782

販売費及び一般管理費 9,970,259

営業利益 5,070,522

営業外収益

受取利息及び配当金 16,693

受取手数料 121,074

その他 162,494 300,262

営業外費用

支払利息 345,147

コミットメントフィー 177,217

その他 33,756 556,120

経常利益 4,814,664

特別損失

固定資産売却損 1,409

固定資産除却損 2,958 4,368

税引前当期純利益 4,810,296

法人税、住民税及び事業税 1,436,200

法人税等調整額 47,986 1,484,186

当期純利益 3,326,109
(注)　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月８日

フ ジ 住 宅 株 式 会 社
　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 辻 内 　 章　㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 藤 川 　 賢　㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、フジ住宅株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制
を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フ
ジ住宅株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重
要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月８日

フ ジ 住 宅 株 式 会 社
　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 辻 内 　 章　㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 藤 川 　 賢　㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、フジ住宅株式会社の平成28年４月１日から平成29年３
月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細
書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附
属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第44期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他
の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月９日

フジ住宅株式会社　監査役会
常勤監査役 冠 野 雅 之　㊞

社外監査役 髙 谷 晋 介　㊞

社外監査役 原 戸 稲 男　㊞

以　上
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株主総会参考書類

第1号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

1．期末配当に関する事項

　第44期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を総合的に勘案いたしまして、以
下のとおりといたしたいと存じます。

1 配 当 財 産 の 種 類 金銭といたします。

2 配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式１株につき金13円で、配当総額は
466,642,202円といたしたく存じます。なお、平成28年11
月22日に１株につき13円の中間配当をお支払いしており、
年間配当金は１株につき26円となります。

3 剰余金の配当が効力を生じる日 平成29年6月22日といたしたいと存じます。

2．その他剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の強化を図るため、以下のとおりと
いたしたいと存じます。

1 増加する剰余金の項目及びその額 別途積立金　　　　　　2,000,000,000円

2 減少する剰余金の項目及びその額 繰越利益剰余金　　　　2,000,000,000円
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第2号議案 取締役７名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役７名の選任
をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

1

い ま い

今井　
み つ お

光郎
（昭和20年12月30日生）

所有する当社株式の数
1,072,450株

昭和48年 1 月 フジ住宅を個人創業し、不動産業を開始
昭和49年 4 月 フジ住宅株式会社を設立 代表取締役社長
昭和50年 1 月 フジ工務店株式会社（昭和63年9月フジ住宅株式会社に

吸収合併される）を設立 代表取締役社長
昭和51年 3 月 株式会社フジハウジング（昭和53年9月フジ住宅販売株

式会社に社名変更、昭和63年9月フジ住宅株式会社に吸
収合併される）を設立 代表取締役社長

昭和63年 6 月 フジハウジング株式会社（昭和63年9月フジ工務店株式
会社に社名変更、平成20年10月フジ住宅株式会社に吸
収合併される）を設立 代表取締役社長

平成17年 6 月 フジ・アメニティサービス株式会社を設立 代表取締役社長
平成21年 6 月 当社代表取締役会長 人財開発室担当（現）

フジ・アメニティサービス株式会社 代表取締役会長（現）

2

み や わ き

宮脇　
の ぶ つ な

宣綱
（昭和36年8月30日生）

所有する当社株式の数
58,745株

昭和55年10月 堺自動車用品株式会社入社
昭和60年 3 月 宮脇電器サービス 自営
平成 元 年 6 月 当社入社
平成 6 年10月 当社アメニティサービス部長
平成 6 年11月 当社資産活用事業部 開発営業部長
平成12年10月 当社土地有効活用事業部 第一営業部長
平成14年 6 月 当社取締役
平成17年 3 月 当社常務取締役

当社土地有効活用事業部長
平成20年 6 月 当社専務取締役
平成21年 6 月 当社代表取締役社長（現）

フジ・アメニティサービス株式会社 代表取締役社長（現）
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

3

や ま だ

山田　
こ う じ ろ う

光次郎
（昭和37年7月10日生）

所有する当社株式の数
30,650株

昭和62年 1 月 大倉建設株式会社（現株式会社大倉）入社
平成 3 年 5 月 当社入社
平成 7 年 2 月 当社マンション事業部 部長
平成13年 8 月 当社大阪支社 支社長（現）
平成18年 6 月 当社取締役
平成18年10月 当社用地部門担当
平成23年 6 月 当社常務取締役
平成25年10月 当社専務取締役、事業企画本部長（現）

4

まつやま

松山　
よういち

陽一
（昭和39年2月12日生）

所有する当社株式の数
29,798株

昭和61年 4 月 大和実業株式会社入社
昭和63年 9 月 当社入社
平成14年 9 月 当社土地有効活用事業部 営業部長
平成20年 9 月 当社執行役員
平成22年 6 月 当社取締役
平成24年 4 月 当社土地有効活用事業部長（現）
平成27年 6 月 当社常務取締役（現）

5

いしもと

石本　
けんいち

賢一
（昭和28年5月11日生）

所有する当社株式の数
16,500株

昭和51年 4 月 プロクター・アンド・ギャンブル・サンホーム株式会社
（現プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会
社）入社

昭和62年 7 月 当社入社
平成 3 年 1 月 当社経理部長
平成 5 年 6 月 当社取締役
平成19年 6 月 当社執行役員
平成22年 6 月 当社財務部長、ＩＲ室長（現）
平成23年 6 月 当社取締役（現）
平成26年 6 月 当社経営企画部長、システム室担当（現）
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

6

社外

い わ い

岩井　
し ん た ろ う

伸太郎
（昭和29年1月18日生）

所有する当社株式の数
55,041株

昭和54年10月 等松・青木監査法人(現有限責任監査法人トーマツ)入社
昭和61年 2 月 岩井伸太郎税理士事務所（現岩井伸太郎公認会計士・税

理士事務所）開業（現）
平成 元 年 6 月 当社社外監査役
平成
平成
平成
平成
平成

2
16
23
27
28

年
年
年
年
年

9
5
6
6
6

月
月
月
月
月

北斗監査法人（現仰星監査法人）代表社員
昭栄薬品株式会社社外監査役
江崎グリコ株式会社社外監査役（現）
当社社外取締役（現）
昭栄薬品株式会社社外取締役(監査等委員)（現）

7

社外

なかむら

中村　
け い こ

慶子
（昭和37年11月26日生）

所有する当社株式の数
－株

昭和63年 4 月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）入社
平成 2 年 9 月 公認会計士二次試験合格
平成 4 年 1 月 公認会計士・税理士西村幸男事務所入所
平成 7 年 4 月 公認会計士登録
平成
平成

20
28

年
年

8
6

月
月

公認会計士・税理士木戸伸男事務所入所（現）
当社社外取締役（現）

(注)１．各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２．岩井伸太郎氏及び中村慶子氏は社外取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者とした理由及び在任期間

①岩井伸太郎氏は、公認会計士・税理士として豊富な経験及び幅広い見識を有しており、これまでの当社の社外監査役及び社外取締
役としての経験をもとに、引き続き経営の透明性と健全性を高めていただけると判断したものであります。なお、同氏は平成27
年６月に当社の社外取締役として選任され就任しており、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって２年となりま
す。また、同氏は過去に当社の業務執行者でない役員（監査役）であったことがあります。

②中村慶子氏は、公認会計士・税理士として培われた豊富な経験及び幅広い見識を有しております。また、当社にとっては初めての
女性役員でもあり、住まいづくりにおいて女性ならではの視点を当社の経営に活かしていただけること、更に、今後当社が進めて
いく女性の活躍をはじめとするダイバシティ・マネジメント等に対して貢献していただけるものと判断したものであります。な
お、同氏は平成28年６月に当社の社外取締役として選任され就任しており、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をも
って１年となります。

４．当社は岩井伸太郎氏及び中村慶子氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、法令が定める額を限度として同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、両氏の再任が承認された場合には、両氏との間で当該契約を継続する予定
であります。

５．当社は岩井伸太郎氏及び中村慶子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、両氏の再任が承認された場合
には、引き続き両氏を独立役員とする予定であります。

以　上

32

取締役選任の件



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・

計
算
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/17 9:15:39 / 16269124_フジ住宅株式会社_招集通知（Ｃ）

議決権行使についてのご案内
議決権の行使には以下3つの方法がございます。

1 株主総会出席 議決権行使書を会場受付へご提出ください。
(当日の受付開始は午前9時を予定しております。)

※代理出席に関して
代理人により議決権を行使される場合は、当社の議決権を有する他の株主様１名を代理
人として、その議決権を行使することができます。ただし、委任した株主様の署名又は
記名捺印のある委任状とともに、議決権行使書又は本人確認が可能な書面(印鑑証明
書、運転免許証等のコピー)のご提出が必要となりますのでご了承願います。

２ 郵送

切手は
不要です

議決権行使書に各議案の賛否を
ご記入のうえご投函ください。

行使期限
平成29年 6 月20日(火)

午後５時到着分まで有効

見本

※郵送による議決権の行使において、各議案に賛否の記載がなかった場合には、賛成の意思表示がされたものとして取り扱わ
せていただきます。

３ インターネット等 http://www.web54.net
行使期限

平成29年 6 月20日(火)
午後５時まで有効

次の頁をご参照ください。
※インターネット等による議決権行使が、複

数回行われた場合には、最後に行われたも
のを有効な議決権行使として取り扱わせ
ていただきます。

※株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容について、修正すべき事情が
生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.fuji-jutaku.co.jp/）に
おいて掲載することによりお知らせいたします。
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【インターネット等により議決権を行使される場合のお手続について】

　インターネット等により議決権を行使される場合は、下記事項をご了承のうえ、ご行使くださいますようお願
い申しあげます。

１．インターネットによる議決権行使は、会社の指定する以下の議決権行使サイトをご利用いただくことによっ
てのみ可能です。なお、携帯電話を用いたインターネットでもご利用いただくことが可能です。
《議決権行使サイトURL》　http://www.web54.net

※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「QRコードⓇ」を読み取り、議決権行使サ
イトに接続することも可能です。なお、操作方法の詳細についてはお手持ちの携帯電話の取
扱説明書をご確認ください。（QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

２．インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書に記載の議決権行使コード及びパス
ワードをご利用のうえ、画面の案内にしたがって議案の賛否をご登録ください。

３．インターネットによる議決権行使は、平成29年6月20日（火曜日）午後5時まで受付いたしますが、議決権
行使結果の集計の都合上、お早めにご行使されますようお願いいたします。

４．書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを有効な
議決権行使として取り扱わせていただきます。

５．インターネット等による議決権行使が、複数回行われた場合には、最後に行われたものを有効な議決権行使
として取り扱わせていただきます。

６．議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金及び通信事業者への通信料金（電話料金
等）は株主様のご負担となります。

【議決権電子行使プラットフォームについて】

　機関投資家の皆様は、電磁的方法による議決権行使の方法として、株式会社ＩＣＪが運営する「議決権電子行
使プラットフォーム」をご利用いただくことができます。
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【インターネットによる議決権行使のためのシステム環境について】

　議決権行使サイトをご利用いただくためには、次のシステム環境が必要となりますので、ご確認ください。

1. 画面の解像度が 横８００×縦６００ドット（ＳＶＧＡ）以上であること。
2. ウェブブラウザ及びＰＤＦビューアがインストールされていること（以下の組み合わせで動作確認をしています）。

ＯＳ ウェブブラウザ ＰＤＦビューア

Windows Vista® Internet Explorer® Ver.7～9 Adobe® Reader® Ver.9

Windows® Ver.7 Internet Explorer® Ver.8～11 Adobe® Reader® Ver.11

Windows® Ver.8.1 Internet Explorer® Ver.11 Adobe® Reader® Ver.11
　　　　　＊Windows、Windows Vista、及びInternet Explorer は、米国Microsoft Corporationの米国及びその他
　　　　　　の国における登録商標又は商標です。
　　　　　＊Adobe及びReaderは、Adobe Systems Incorporated（アドビシステムズ社）の米国及びその他の国に
　　　　　　おける登録商標又は商標です。

3. ウェブブラウザ及び同アドインツール等で“ポップアップブロック”機能を有効とされている場合、同機能を
　解除（又は一時解除）するとともに、プライバシーに関する設定において、当サイトでの“Cookie”使用を
　許可するようにしてください。
4. 上記サイトに接続できない場合、ファイアウォール・プロキシサーバ及びセキュリティ対策ソフト等の設定　
　により、インターネットとの通信が制限されている場合が考えられますので、その設定内容をご確認ください。

【お問い合わせ先について】

　（1）インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいます
　　　ようお願い申しあげます。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート専用ダイヤル
0120-652-031（受付時間　9：00～21：00）

　（2）その他のご照会は、以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。

①　証券会社に口座をお持ちの株主様

株主様の口座のある証券会社にお問い合わせください。

②　証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

三井住友信託銀行 証券代行事務センター
0120-782-031（受付時間　9：00～17：00 土日休日を除く）

35

議決権行使についてのご案内



2017/05/17 9:15:39 / 16269124_フジ住宅株式会社_招集通知（Ｃ）

メ　モ

36

メモ



2017/05/17 9:15:39 / 16269124_フジ住宅株式会社_招集通知（Ｃ）

メ　モ

37

メモ



第44回 定時株主総会 会場ご案内図
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南海本線

和泉高校

府道204号 堺阪南線

至難波駅

岸和田警察署

岸和田市役所
岸和田城

至和歌山市駅

高架 国道26号線

泉州卸団地

JR阪和線

岸和田税務署

本社ビル玄関より
ご入場ください。

至和歌山駅

府道30号 大阪和泉泉南線

至天王寺駅

フジ住宅（株）
本社ビル

セブンイレブン

マクドナルド 岸和田店

立体駐車場
（工事中）

府
道
39
号
岸
和
田
港

塔
原
線

N

ジョーシン
岸和田店

JR東岸和田駅

南海 岸和田駅

堺町 五軒屋町

府立和泉高校東 岸和田警察署東

当
社

 

駐
車
場

株主総会 会場

大阪府岸和田市土生町１丁目４番23号
フジ住宅本社第二ビル４階研修ホール　TEL ： 072（437）8700

（  会場が満席となった場合は第2会場等をご案内させていただきますので、 
ご了承くださいますようお願い申しあげます。）

● 東岸和田駅（JR阪和線）徒歩約11分
● 岸和田駅（南海本線）徒歩約15分

【交通のご案内】

●   当社駐車場は収容台数に限りがございますので、ご来場の際は、
できる限り公共交通機関をご利用ください。

【駐車場のご案内】

※   株主様ではない代理人及びご同伴の方など、
株主様以外の方は株主総会にご出席いただ
けませんので、ご注意くださいますようお
願い申しあげます。

※   当日は軽装（クールビズ）にてご対応させ
ていただきますのでご了承くださいますよ
うお願い申しあげます。

　   株主の皆様におかれましても軽装にてご出
席くださいますようお願い申しあげます。

※   当日は些少ながらお土産をご用意しており
ますが、ご持参の議決権行使書用紙の枚数
にかかわらず、ご出席の株主お一人様につ
き1個とさせていただきますのでご了承く
ださいますようお願い申しあげます。

出発地から株主総会会場まで
スマートフォンがご案内します。
スマートフォンで
QRコードを読み取りください。

地図




